
第１回新図書館基本構想検討委員会
　説明資料　
平成２２年１０月３０日
高知県教育委員会・高知市教育委員会

「新図書館基本構想検討委員会」について
　　高知県立図書館と高知市民図書館本館は、狭隘化や老朽化等から時期を同じくして新しい図書館を整備することが必要となっています。
そのため、県市の実務者でこの５月からワーキンググループを立ち上げ、追手前小学校敷地に、県立図書館と市民図書館の単なる合築、あるいは完全機能統合ではないが両館の機能を充実させ、できる限り図書館を利用する県民市民の利便性が高まり、効率的な運営が図られる図書館（以下「一体型図書館」という。）として整備できないか検討を重ね、検討結果を「県立図書館・市民図書館の整備について」という報告書にまとめました。
　　この報告を踏まえて、利用者の利便性や業務の効率化、市町村支援等の全県的な図書館政策の推進等、財政のみならず、より良い図書館のあり方も勘案して、今年８月に県市連携会議で知事、市長が追手前小学校敷地に、一体型で整備するための基本構想に連携して取り組んでいくことに合意しました。
先の９月議会において、単独整備と合築について様々な議論があり、また、県民・市民の方々からも同様に様々なご意見等をいただいています。
本検討委員会は、「県立図書館・市民図書館の整備について」の報告書をたたき台として、図書館の専門家の方々にも委員として加わっていただき、県立図書館と高知市民図書館をそれぞれ単独整備した場合と、両図書館の機能を充実させ効率的な運営が図られる一体型図書館として整備した場合とを比較検討を行ったうえで、新図書館の基本構想をまとめていただくものです。
　第１回目の検討委員会では、単独整備と合築について、
1 両図書館の役割・機能
2 利用者の利便性
3 経済性・効率性
などの比較検討を行うこととしています。
Ⅰ　新図書館整備についての経緯
１　建て替えの背景等
○県立図書館と高知市民図書館本館は、いずれも昭和４０年代に整備され、施設の狭隘化、老朽化が著しいことに加え、耐震化やバリアフリー化などが大きな課題であり、新たな施設の整備が必要
＜高知県立図書館、高知市民図書館本館の現状＞
	施 設 名
	高知県立図書館
	高知市民図書館本館

	建築年度
	昭和４８年（築３７年）
	昭和４２年（築４２年）
新館は平成３年建築

	延床面積
	3,896.1㎡
	3,466.3㎡

	蔵書冊数
	約58万冊
	約41万冊（全体で約97万冊）


２　これまでの経緯
○平成１９年１月
・県･市トップ会談で橋本知事が岡﨑市長に図書館複合化を提案
○平成２０年１月
・県市連携会議で岡﨑市長が尾﨑知事に、追手前小敷地を整備先とした合築を提案
○平成２１年９月
・県教育振興基本計画に県立図書館を移転して、２５年度に着工する方針を盛り込む
○平成２２年６月
・高知市議会で岡﨑市長が新市民図書館の２５年度中の着工方針を表明
○平成２２年８月
・「新高知県立図書館のあり方(新高知県立図書館基本構想たたき台)」
（高知県教育委員会作成）
・「高知市立追手前小学校敷地への県立図書館・市民図書館の整備について（報告書）」
　　（高知県･高知市新図書館整備ワーキンググループ作成）
・県市連携会議で知事、市長が追手前小学校敷地に、一体型で整備するための基本構想に連携して取り組んでいくことに合意
○平成２２年１０月
・高知県議会及び高知市議会において新図書館基本構想検討委員会の運営にかかる予算について議決（県議会１０月、市議会９月議決）
Ⅱ　施　設　の　あ　り　方
１　単独整備か合築か
〔単独整備〕

県立図書館　　　　　　　　　　　　高知市民図書館
　　　　※建物を別々に整備し、それぞれが独立
　
〔合築〕
○単純合築
　　　　　　県立図書館　　高知市民図書館

　　　　※建物は共有するが、機能はそれぞれ独立
　　　　
○一体型（一部の業務を統合）
　　　　　　　　 　県立図書館　　　　　　　     高知市民図書館

　　　　　　　　　　　　　　 重複する業務を統合
　　　　　※両図書館の役割、機能を確保した上で、窓口や開架書架などを共用
Ⅲ　単独整備と合築の比較・検討
１　両図書館の役割・機能
（１）県立図書館と高知市立市民図書館の機能の違い
「公立図書館の設置及び運営上の望ましい基準」（平成13年7月18日文部科学省告示第132号）より
	　
	都道府県立図書館（高知県）
	市町村立図書館（高知市）

	運営の基本
	①住民の需要を広域的かつ総合的に把握して資料及び情報を収集，整理，保存及び提供する立場から，市町村立図書館に対する援助に努めるとともに，都道府県内の図書館間の連絡調整等の推進に努めるものとする。
②図書館を設置していない市町村の求めに応じて，図書館の設置に関し必要な助言を行うよう努めるものとする。
③住民の直接的利用に対応する体制も整備するものとする。
④図書館以外の社会教育施設や学校等とも連携しながら，広域的な観点に立って住民の学習活動を支援する機能の充実に努めるものとする。
	住民のために資料や情報の提供等直接的な援助を行う機関として，住民の需要を把握するように努めるとともに，それに応じ地域の実情に即した運営に努めるものとする。

	共通
機能
	①資料の収集，提供等　　②レファレンス・サービス等　③利用者に応じた図書館サービス等　④多様な学習機会の提供　⑤ボランティアの参加の促進　⑥広報及び情報公開

	個別
機能
	①市町村立図書館への援助
②都道府県立図書館と市町村立図書館とのネットワーク
③図書館間の連絡調整等
④調査・研究開発
⑤市町村立図書館等の要求に十分応えられる資料の整備
⑥高度化・多様化する図書館サービスに資するための，郷土資料その他の特定分野に関する資料の目録，索引等の作成，編集及び配布
	


（２）高知県立図書館と高知市民図書館が果たすべき役割と機能
（ワーキンググループ報告書より抜粋）
①高知県立図書館
　　１　県全体の情報拠点としての機能
・仕事や就職、医療・健康等をはじめとした基本的資料、新刊図書、視聴覚資料の収集・整理・保存と直接利用者や公立図書館への貸出　等
２　地域や県民の課題解決を支援する機能
・図書館の利用が少なかった経営者や行政マン、商店主、サラリーマンの方々の仕事上の課題解決のための支援サービスの提供　等
３　図書館ネットワークの構築と市町村立図書館等を支援する機能
・公立図書館や学校図書館、大学図書館等との協力貸出や相互貸借を中心としたネットワークの強化　等
４　子どもの読書活動を支援する機能
　　　・本の選書等で市町村立図書館等を支援することにより子どもの読書活動を推進　等　
　　５　学校を支援する機能
・司書教諭への研修や市町村立図書館を通した図書の一括貸出等による支援等
６　生涯学習を支援する機能
・県民の生涯学習活動への支援
　　７　障害のある利用者等を支援する機能
・音訳・点訳等の障害者サービス　等
②高知市民図書館
新しい市民図書館本館の機能
１　直接サービスの拠点
・快適な開架閲覧スペースで、図書等資料を探し閲覧する楽しみの提供　等
２　資料情報のセンター
・調査、研究を支援する総合的な資料、情報の集積　等
３　ネットワークの中心
・分館、分室との連携と支援体制　等
４　児童読書支援のセンター
・子どもと本とのであいのための創造的で豊かなサービスの展開　等
５　視聴覚ライブラリー
・名作、古典、児童、平和、人権、防災等公共図書館ならではの視聴覚資料収集　等
６　子ども科学図書館
・子どもたちが自然や科学を豊かにとらえるための科学学習の基地　等
７　障害者サービスの拠点
・ユニバーサルデザインの環境　等
２　利用者の利便性
１　一つの建物の中でポピュラーな本から専門書までが揃うこととなり、より多様で充実した図書がワンストップで提供できる。
２　県立図書館と市民図書館が選書を協議することにより、購入図書をより体系的に整備することが可能となる。
３　新しい図書館では、県立図書館、高知市民図書館それぞれの機能を保持したうえで、図書の貸し出し等の重複する業務を整理統合し、効率化することにより、両図書館の担ってきた独自の機能をこれまで以上に発揮することができると考えている。
具体的には、県立図書館は市町村支援をはじめとした全県的な図書館政策の推進と調整に、市民図書館は、直接サービスや分館・分室とのネットワーク機能の充実のために、重点的に取り組むことが可能となり、両館の機能はむしろ充実し、県民市民の利便性は向上いく。
３　経済性・効率性
　　
○施設規模と事業費
（1） 県市がそれぞれに図書館を単独整備した場合の施設規模と事業費
・県市がそれぞれに単独で図書館を整備すると、延べ床面積は先行県の事例等から県が約１０，０００㎡、市が約７，０００㎡、合計約１７，０００㎡が必要と想定し、単独整備した場合に必要となる建設事業費及び運営費を試算
	施設名
	県立図書館
	市民図書館本館
	計

	現状
	施　設　規　模
	3,896.1㎡
	3,466.3㎡
	7,362.4㎡

	
	運営費（年間）
	244百万円
	272百万円
	516百万円

	新図書館
	施　設　規　模
	10,000.0㎡
	7,000.0㎡
	17,000.0㎡

	
	建設事業費
	5,267百万円
	3,826百万円
	9,093百万円

	
	運営費（年間）
	399百万円
	325百万円
	724百万円


※人口規模が類似した先行県等を参照　　　　　　　　　　＜※詳細は、資料１，２参照＞
　　＜施設規模について＞
　　　　・県立図書館･･･人口が本県と同規模の県立図書館を参考　
	類似団体
	人口（単位千人）
	開館年度
	収蔵能力
	述床面積

	鳥取県
	607
	H 2
	120万冊
	8,694㎡

	徳島県
	812
	H 2
	122万冊
	8,989㎡

	山梨県
	876
	H24
	110万冊
	10,452㎡

	　平　　均
	765
	-------
	117万冊
	9,378㎡


　　　・市民図書館本館・・・近隣政令指定都市・中核市を参考
	参考団体
	人口（単位千人）
	開館年度
	収蔵能力
	延床面積

	松山市
	515
	S62 
	50万冊
	5,617㎡

	高松市
	419
	H4
	60万冊
	8,718㎡

	岡山市
	700
	S58
	100万冊
	6,416㎡

	平　　均
	545
	━
	70万冊
	6,917㎡


（２）一体型の図書館整備
＜施設整備のあり方＞
・管理スペース等においても、会議室の共同化やエントランス、機械室等を一つにすることにより、単独整備よりも面積を削減することができる。
・一体型図書館では、開架スペースを一体化することにより、利用者の利便性を図りながらも面積を削減することができる。
・このように一体化を図ることにより、県市合せて１３，０００㎡程度の規模で両図書館の役割を果たすことのできる新しい図書館の整備が可能となる。
（３）単独整備と一体型図書館整備との比較
＜単独整備と一体型図書館の各スペースの広さ（概算）＞　　（単位：㎡）
	項　　目
	県市単独整備計A
	一体型　B
	差引A-B
	備　　考

	開架スペース
	4,865
	3,300
	1,565
	40万冊→28万冊
(県20万市民20万)

	書庫スペース
	4,800
	4,600
	200
	

	管理スペース等
	7,335
	5,100
	2,235
	ﾎｰﾙ､集会室､通路等

	計
	17,000
	13,000
	4,000
	


　　　＜建設事業費等比較＞
	
	単独整備計  A
	一体型整備　B
	差引A-B

	施　設　規　模
	17,000㎡
	13,000㎡
	4,000㎡

	建設事業費
	9,093百万円
	6,890百万円
	2,203百万円

	システム統合費
	―――――――
	390百万円
	△390百万円

	計
	9,093百万円
	7,280百万円
	1,813百万円


　　　
　　　    ＜※詳細は、資料１参照＞
◇　 一体型図書館は各々単独整備した場合の合計額と比べ、施設規模が
４,０００㎡程度縮小できることや、設備・情報機器等の重複を避けることにより施設整備費や設備・情報機器等整備費で約２２億円の削減が可能である。一方、県市のシステム統合等ための臨時的経費が約３億９千万円必要となる。この結果、最終的に施設整備に要する経費は約１８億１千万円の削減が可能と試算される。
○施設運営費
（1） 一体型による運営費の削減効果等
　　　　一体型図書館は、単独整備と比べ光熱水費や設備管理費等の維持管理費で約３千万円、また、人件費についても職員を増員することなく効率的な運営をすることが可能であれば約８千万円、合計で約１億１千万円の運営費を単年度に削減することができると見込まれる。
　　　　ただし、現時点で新しい図書館の業務量を把握することは困難であり、大幅に業務量が増加する場合には、当然のことながら職員を増員する必要がある。
＜運営費比較＞
	
	単独整備計  A
	一体型整備　B
	差引A-B

	運営費（年間）
	724百万円
	610百万円
	114百万円


＜※詳細は、資料２参照＞
� eq \o\ac(○,a)�
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